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＜法改正等＞ 

経済財政運営と改革の基本方針 2024 閣議決定（2024.6.21） 

6 月 21 日、総理大臣官邸で令和 6年第 9回経済財政諮問会議が第 29回新しい資本主義実現会

議と合同で開催され、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2024」を取りまとめ、同日閣議

決定された。（新しい資本主義実現会議で取りまとめられた新しい資本主義のグランドデザイン及び実行

計画 2024 の詳細は p.5 参照）

「経済財政運営と改革の基本方針」は、デフレからの完全脱却、そして、従来の延長線上にはない、成

長型の新たなステージへと日本経済を移行させていくためのビジョンと戦略を示し、経済を新生させるた

めの指針を打ち出そうとするものとしている。

特に、短期的にはデフレからの完全脱却、そして、成長型の新たな経済ステージへの移行、中長期的に

は、それらを実現させた上で、少子高齢化・人口減少という最も大きな課題を克服し、豊かさと幸せを実

感できる持続可能な経済社会をつくっていくための計画としている。

そのための「５つのアクション」として、物価上昇を上回る賃上げの定着、構造的価格転嫁の実現、成長

分野への戦略的な投資、スタートアップネットワークの形成、新技術の徹底した社会実装を掲げている。

福祉分野における取り組みについては「幸せを実感できる包摂社会の実現」において「制度・分野の枠

や『支える側』、『支えられる側』という従来の関係を越え、一人一人が生きがいや役割を持つ包摂的な

社会を実現することが重要である。」とし、地域において安心・安全に暮らせる共生・共助社会の構築を

目指すとしている。

【経済財政運営と改革の基本方針 2024 抜粋】 

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現 

～賃上げの定着と戦略的な投資による所得と生産性の向上～ 

１．豊かさを実感できる「所得増加」及び「賃上げ定着」 

（１）賃上げの促進 

・豊かさを実感できる所得増加を実現し、来年以降に物価上昇を上回る賃上げを定着させる。このた

め、賃上げ支援を強力に推進するとともに、医療・福祉分野等における賃上げを着実に実施する。 

・医療・介護・障害福祉サービスについては、2024 年度診療報酬改定で導入されたベースアップ評

価料等の仕組みを活用した賃上げを実現するため、賃上げの状況等について実態を把握しつつ、賃

上げに向けた要請を継続するなど、持続的な賃上げに向けた取組を進める。 

６．幸せを実感できる包摂社会の実現 

（１）共生・共助・女性活躍社会づくり 

・高齢者等終身サポート事業者ガイドラインの普及を図るとともに、独居高齢者等に対する政府横断

的な対応を引き続き推進する。 

・認知症施策推進基本計画を策定し、認知症施策を推進する。 

・本年夏頃を目途に新たな高齢社会対策大綱を策定する。 

・住まい支援について、生活困窮者自立支援制度、住宅セーフティネット制度等により、関係省庁が

連携して住宅確保要配慮者が安心して居住できる環境の整備等を推進するなど支援強化を図る。 

８．防災・減災及び国土強靭化の推進 

（２）東日本大震災、能登半島地震からの復旧・復興 

1．財政・税制、経済・成長（社会保障全般含む）
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・今般の災害対応で得た知見をいかし、災害対応に係る取組を更に充実強化する。 

・警察・消防・自衛隊等による最初期の対応、被災自治体への国等の支援や、災害派遣医療チーム

（ＤＭＡＴ）等の医療福祉関係者、民間事業者、専門ボランティア団体等との連携強化による初動対

応、避難所運営、物資の調達・輸送、広域・在宅避難等への支援など災害応急対策の取組強化、

災害時のデジタル人材支援、災害に備える意識醸成や実践的訓練、必要な制度見直し※等を行

う。 

   ※：災害関連制度における福祉の位置付けの検討を含む 

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現～「経済・財政新生計画」～ 

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題 

（１）全世代型社会保障の構築 

・介護保険制度について、利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判断基準の見直し、ケアマネ

ジメントに関する給付の在り方、軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方については、

第 10期介護保険事業計画期間の開始の前までに検討を行い、結論を得る 
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新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 閣議決定（2024.6.21）

6 月 21 日、第 29回新しい資本主義実現会議が第 9回経済財政諮問会議と合同で開催され、新し

い資本主義 2024 年改訂版が取りまとめられ、同日閣議決定された。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 年改訂版」では、「官民連携」そして「社会的

課題の解決と経済成長の二兎の実現」を引き続き掲げ、中小・小規模企業の賃上げのため、価格転嫁

の更なる徹底、人手不足業種についての自動化技術の利用拡大を図り、また、年齢に関わらず働ける

環境の整備のためのジョブ型人事の導入、スタートアップの育成、そして、コンテンツ産業活性化のため

のクリエイターが安心して持続的に働ける環境整備などについて具体策を示している。

福祉分野に関する部分は、下記のとおり整理されている。

Ⅱ.1.（2）人手不足下での労働生産性向上のための中小・小規模企業の省力化投資 

介護職については、本年度の介護報酬改定において、生産性向上を推進する場合の加算措置を創

設するとともに、特定施設における人員配置基準の特例的な柔軟化を実施した。介護助手の活用等を

通じた介護現場における職員間の役割分担やテクノロジーの活用等により、職員の業務負担の軽減や

ケアの質の確保を図る。 

④資格職等における分業の推進等を通じた人手不足業種への対応 

ⅱ）保育・幼児教育分野（保育士・幼稚園教諭） 

本年度から、４・５歳児の職員配置基準について、30 対１から 25 対１への改善を図り、それに

対応する公定価格の加算措置を実施する。来年度以降、１歳児について、保育人材の確保等の

関連する施策との関係も踏まえつつ、加速化プラン期間（2028 年度まで）中の早期に６対１から

５対１へと改善を進める。 

また、保育士・保育教諭・幼稚園教諭の業務負担軽減のため、保育所・認定こども園・幼稚園

が資格を持たない保育補助者を追加で採用し、業務報告等の作成・保護者対応等の業務補助

を行わせることを促進するとともに、潜在保育士等の職場復帰、清掃等の業務を補助する人員の

配置、保育・幼児教育現場における ICT 機器の導入を進める。 

ⅲ）医療・看護・介護・福祉分野 

医療・看護・介護・福祉の国家資格については、複数の資格を従来よりも短期間で取得できる

ようにするため、それぞれの養成課程の中で共通する科目を読み替えて、類似科目について資

格ごとの再度の履修を不要とする運用の在り方や、既に修得した単位数・時間数に応じて学修期

間を短縮するための課題の整理等を行う。（中略） 

介護職については、本年度の介護報酬改定において、生産性向上を推進する場合の加算措

置を創設するとともに、特定施設における人員配置基準の特例的な柔軟化を実施した。介護助

手の活用等を通じた介護現場における職員間の役割分担やテクノロジーの活用等により、職員の

業務負担の軽減やケアの質の確保を図る。 

Ⅲ.（2）労働移動の円滑化 

①現場人材等の評価制度の構築とスキル取得支援 

人手不足が目立つ、自動車運転業（物流・人流）、建設・土木業、製品・機械等の製造・加工業（修

理や検査を含む）、介護業、観光業、飲食業等といった職種については、業界団体にスキル標準を策

定いただき、スキルの評価制度を政府が認定するとともに、政府としても、これらのスキル習得のための

講座受講支援を実施する。具体的には、業界団体・個別企業が策定する民間検定を政府が認定する

新たな枠組みを通じ、既存の公的資格（技能検定等）ではカバーできていなかった産業・職種における

スキルの階層化・標準化を進める。さらに、認定された検定に係るスキルの習得のための講座受講につ



- 6 -

いては、本年秋から、教育訓練給付の対象に追加し、政府として支援を行う。 

Ⅴ.5.（2） 

②多様なサービス提供と経営の持続可能性 

公的サービスの安定提供を前提の上で、一定の条件の下、医療法人の附随業務の明確化、介護施設

等の保険外サービスの運用改善等を進め、多様なサービス提供や経営の持続可能性確保につなげ、

結果として医療介護従事者の賃上げを図る。さらに、小規模事業者ほど収益性・賃金水準・人手確保

等が厳しい傾向にあり、近年、事業承継・再編のニーズも増えていることから、関係施策（事業承継税

制、産業競争力強化法による税制優遇、事業承継補助金等の活用）や地域医療連携推進法人・社会

福祉連携推進法人の積極的な周知・活用、福祉医療機構による経営支援、各都道府県の事業承継・

引継ぎセンター、地域金融機関との連携等による M&A の売手・買手の円滑なマッチング支援等を進め

る。 

＜会   議＞ 

岸田内閣総理大臣記者会見（2024.6.21） 

6 月 21 日、岸田内閣総理大臣は通常国会の閉会に伴う記者会見を開き、今後の政権運営について

示した。

【令和 6年能登半島地震の復興・復旧】

被災地に寄り添った、きめ細かい支援に万全を尽くすとし、常駐派遣を１００人超に拡大した「能登創

造的復興タスクフォース」を新たに７月１日に発足するとともに、能登に省庁横断的な国の支援拠点を

開設する。

【災害対応体制の強化】

次の大規模災害を見据え、保健・医療・福祉支援の強化、自衛隊・消防・警察等の初動対応などに

おける連携の強化、そして、内閣府防災を始めとする政府の災害対応体制の強化についても、法改正

も視野に、速やかに方針を取りまとめる。

【公的分野の賃上げ】

医療・介護、保育、公共調達など、公的分野の賃上げ浸透のために、政府を挙げて、徹底的なフォロ

ーアップを進める。

【物価高から守る『二段構え』の対応】 

物価高への対応としては、二段構えの対応をとる。第一段の対策として、燃油激変緩和措置を年内

に限り継続する。また、「酷暑乗り切り緊急支援」として、8月・9 月・10 月分、3 か月について、電気・ガ

ス料金補助を行う。 

第二段の対策として、物価高の中で食費の高騰などに苦しむ年金（生活）世帯や低所得者世帯を対

象として、追加の給付金で支援することを検討する。 

【医療・介護分野等への物価高騰支援】

医療・介護を含む分野への物価高騰への幅広い支援を、（物価高騰対応）重点支援地方（創生臨

時）交付金の拡充により講じる。

経済財政諮問会議

◇第 11回（2024.7.29） 

7 月 29 日、総理大臣官邸で令和 6年第 11回経済財政諮問会議が開催され、「中長期の経済財政

に関する試算」について内閣府から報告の後、「予算の全体像」が取りまとめられた。また、「令和７年度

予算の概算要求基準」について了承された。
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岸田内閣総理大臣からは、「経済あっての財政の考え方の下、まずは、その前提となる民需主導の成

長を実現するため、消費の回復に必要な物価上昇を上回る所得・賃金の拡大に向けた取組を確実に

実行する。そして、デジタルとＡＩによる生産性の向上、官民連携の下での戦略的投資などにより、経済

成長を確実なものとするとともに、財政健全化の取組を継続していく。

こうした観点から、令和７年度予算については、本日決定した『予算の全体像』、及びこの後閣議了解

する『概算要求基準』を踏まえ、メリハリの効いた予算編成を進めていく。 物価上昇を上回る賃上げの

定着に向けて、骨太方針 2024 に盛り込まれた賃上げや処遇改善の取組を確実に実行に移す。また、

官民連携の下で、民間の予見可能性を高める中長期の計画的な投資を推進するとともに、それらの投

資が雇用拡大や働き方改革など、社会変革につながるよう、資源の配分や財政の質を変化させていく。 

あわせて、これまでの歳出改革努力を継続し、『経済・財政新生計画』に基づく主要分野における制度

改革の取組を確実に進めるとともに、ＥＢＰＭを強化してワイズスペンディングを徹底するなど政策の実効

性を向上させていく。」と発言があった。

◇第 10回（2024.7.19） 

7 月 19 日、総理大臣官邸で令和 6年第 10回経済財政諮問会議が開催され、「『内閣府年央試算』

を踏まえた当面のマクロ経済運営」、「予算の全体像」について協議が行われた。

内閣府年央試算では、2024 年度の実質成長率は 0.9％、2025 年度は実質成長率 1.2%になることが

示された。

岸田内閣総理大臣からは、「本日、内閣府から報告のあった年央試算においても、経済の前向きな動

きや定額減税をはじめとする各種政策効果に支えられ、民間需要主導の緩やかな回復が続くことが見

込まれている。 しかしながら、民需主導の回復を確実に実現していくためには、円安等に伴う物価の上

昇の影響等には注意が必要である。とりわけ、物価水準が高止まる中で、新たなステージへの移行に取

り残されるおそれがある方々には、きめ細かい支援を講じていく。 また、日本経済を『成長型の新たな経

済ステージ』へと移行させるには、今後、予算編成や制度改革によって、骨太方針 2024 に盛り込まれ

た取組を速やかに実行する必要がある。 このため、令和７年度予算は、『経済・財政新生計画』の下で

の最初の予算として、歳出改革努力を継続しつつ、来年以降の物価上昇を上回る賃上げの定着や、投

資の拡大による所得や生産性の向上につながる、メリハリのある予算としていく。」との発言があった。

デジタル行財政改革会議 

◇第 7回（2024.6.18） 

6 月 18 日に、第 7回会議が開催され、「デジタル行財政改革取りまとめ 2024」がとりまとめられた。

本とりまとめでは、「急激な人口減少社会に対応するため、利用者起点で我が国の行財政の在り方を見

直し、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・強化と地域経済活性化を図り、社会変革を

実現することが必要である」との認識の下、下記 3つの基本的考え方に沿ってデジタル行財政改革を

進めるとしている。

○地域を支える公共サービス等に関し、システムの統一・共通化等で現場負担を減らすとともに、デジ

タルの力も活用してサービスの質も向上させる 

○デジタル活用を阻害している規制・制度の徹底的な見直しを進め、社会変革を起動する 

○EBPM（証拠に基づく政策立案）の手法も活用し、政策手段と政策目的の論理的なつながりを図示化

したもの（ロジックモデル）に沿って重要業績評価指標（KPI）や政策効果の「見える化」を進め、利用

者にとって不断の改善をしていく 

分野別の取組みにおいて、「介護」分野では、「介護においては、担い手が不足するとともに、高齢化の

進展に伴い介護サービスに対するニーズも増加していく中、一部では費用面や人材面等の課題によりデ

ジタル技術の活用に遅れがあり、制度全体の持続可能性にも懸念の声がある。デジタルの力も積極的
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に活用して、介護を必要とする者に、質の高い介護サービスを効率的に提供できるようにしていくことが

重要。」とし、実現に向けて必要となる取組みとして、下記が挙げられている。

○介護ロボット・ICT 機器等の活用促進 

○介護報酬改定における反映 

○人員配置基準の柔軟化 

○重要業績評価指標（KPI）・政策手段と政策目的の論理的なつながりを図示化したもの（ロジックモデ

ル）の構築 

○経営の協働化・大規模化等による介護経営の改善 

  介護サービス市場において人材確保が困難となる中、介護施設・事業所が 安定的に必要な事業

を継続し、地域におけるサービスを確保し、複雑化した ニーズに対応するためには、１法人１拠点と

いった小規模経営について、協 働化・大規模化等による経営改善の取組が必要である。  

こうした経営改善の取組を推進するため、①経営課題への気づき、②協働化・大規模化等に向け

た検討、③協働化・大規模化等の実施の各段階に即した対策を講じる。また、すべての介護関係者

に協働化・大規模化等の必要性とその方策を認識してもらえるよう、厚生労働省としてあらゆる機会

を捉えて、積極的に発信する。 

今年度中に先行事例を集めて周知するほか、社会福祉法人の合併ガイドラインを改定する。 

主な概要は以下のとおり。
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◇第 6回（2024.6.6） 

6 月 6日に、第 6回会議が開催され、デジタル行財政改革交通分野の取組と主な成果等、マイナンバ

ーカードの普及・利用、について意見交換が行われた。 
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＜会  議＞ 

規制改革実施計画 閣議決定（2024.6.24） 

6 月 24 日、規制改革実施計画が閣議決定された。本計画は、5月 31 日に内閣総理大臣に提出さ

れた「規制改革推進に関する答申」について、対象となった規制や制度、その運用等について、直ちに

改革に着手し、期限を定めて着実に実現を図っていくために定めたもの。 

本計画に定められた事項については、実施状況に関するフォローアップを行い、令和 6年度末時点で

整理したうえで公表するとしている。

福祉・介護分野における項目は以下のとおり。

○介護現場におけるタスク・シフト／シェアの更なる推進 

 a．介護現場で実施されることが多いと考えられる行為の医行為ではないと考えられる範囲の整理 

 b．介護職員が実施可能と考えられる行為の明確化 

 c．喀痰吸引研修の受講環境の柔軟化（基礎研修のオンライン化等） 

 d．タスク・シフト／シェアに関するガイドラインの策定・公表 

○高齢者施設における人員配置基準の特例的な柔軟化 

 a．介護ロボット・ＩＣＴ機器の活用など一定の要件を満たす高齢者施設における人員配置基準の特例

的な柔軟化 

 b．a の適用にあたって、不適切なローカルルールによる負担の発生防止のための、客観的な指針及

び統一の様式の作成 

 c．人員配置基準の特例的な柔軟化の見直しが可能となるエビデンスが示された際の、速やかな措置

の実行。 

○介護・保育・障害福祉分野における合併、事業譲渡等に関するローカルルールの防止等 

 a．介護事業者等が合併、事業譲渡等を行う場合に必要な手続に関する手順や処理期間、合併、事

業譲渡等の事例、合併、事業譲渡等に至った経緯、目的、効果等を記載したガイドライン等の作

成・公表 

 b．厚生労働省が令和２年３月に策定した合併・事業譲渡等マニュアルの見直し・公表 

 c．地方公共団体に対して提出する認可申請関連文書等の標準様式等の作成 

 d．地方公共団体ごとのローカルルールの有無・内容等の整理、公表 

 e．電子申請による届け出の要否の検討 

 f．届け出手続きのワンストップ化の実現

規制改革推進会議 地域産業活性化ワーキング・グループ

◇第 17回（2024.7.29） 

7 月 29 日、第 17回規制改革推進会議地域産業活性化ワーキング・グループが開催され、「自家用

車活用事業等のモニタリング・検証・評価」「法制度を含む事業の在り方に係る今後の進め方」について

協議が行われた。

2．規制改革
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＜法改正等＞ 

第 14次地方分権一括法成立（2024.6.12） 

6 月 12 日、第 14次地方分権一括法が参議院本会議において可決、成立した。

今回改正される法改正事項の概要は以下のとおり。

①里帰り出産等における情報連携の仕組みの構築 

②幼稚園教諭免許状・保育士資格のいずれか一方のみで幼保連携型認定こども園の保育教諭等と

なることができる特例等の期限の 5年間の延長 

③公立学校施設整備費国庫負担事業の対象となる事業の実施期間の延長（２か年度以内→３か年

度以内） 

④管理栄養士養成施設卒業者に係る管理栄養士国家試験の受験資格としての栄養士免許取得の

不要化 

⑤オンラインによる獣医師の届出に係る都道府県経由事務の廃止 

⑥国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物の計画通知に対する審査・検査等に係る指定

確認検査機関の活用 

⑦宅地建物取引業者名簿等の閲覧制度に係る対象書類の見直し 

⑧生産緑地法に基づく買取申出のあった土地に係る公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出

の不要化 

3．地方創生・地方分権等 
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＜会   議＞

民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会 

◇第 2回（2024.7.30） 

7 月 30 日、第 2回民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会（座長：中島修 文京学院大教

授）が開催され、構成員による居住要件緩和等に係る意見陳述が行われた。

意見陳述において、全国民生委員児童委員連合会の長田副会長からは居住要件の緩和について、

○居住要件の変更には反対である。変更を前提とした検討会の運営は適切でない 

○欠員は、選任要件ではなく、各自治体での選任の手順・方法・取組等、運営上の問題である 

との意見が述べられた。 

また、今後のなりて確保対策に向けて 

○新たななりて確保策を講じるとともに、早期の退任を防ぐことが重要である。委嘱された民生委員・児

童委員が長く活動を続けられるよう、負担の軽減と活動環境の改善を図ることが必要である。 

との意見が述べられた。

◇第 1回（2024.6.28） 

6 月 28 日、第 1回民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会（座長：中島修 文京学院大教

授）が開催された。

本検討会は、「令和 5年の地方からの提案等に対する対応方針（令和 5年 12月 22 日閣議決定）」

（地方分権提案）において、「民生委員・児童委員の選任要件（民生委員法６条１項及び 児童福祉

法 16条）の緩和については、当該市区町村に居住しない者を民生委員・児童委員として選任する上

で参考となる地域の実情等を調査した上で、地方公共団体、関係団体等の意見も踏まえて検討し、

令和 6年度中に結論を得る。」とされたこと等をふまえ、民生委員・児童委員の選任要件について担

い手不足などの地域の実態や当事者の意見を踏まえた検討を行うことを目的に設置された。 
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第 1回では、民生委員・児童委員の現状等について説明が行われた後、検討範囲について、

○居住要件緩和についてどう考えるか。 

○居住要件を緩和する場合に必要となる条件や考慮すべき点 等 

について、論点を整理し、本年の秋ごろまでに一定の結論を得ることを目指す、と示された。 

また、今後の進め方が示され、今回を含めた計 4回の検討会の開催により、10～11 月頃までに

○居住要件の取り扱い（案）（一定の取りまとめ） 

○今後検討すべき事項 ※時期検討へ向けた課題の洗い出し等 

を整理するとされた。 

居住要件以外の担い手確保に関する課題も洗い出し、必要に応じて検討される。 

本検討会には、全国民生委員児童委員連合会から長田副会長、高山副会長が参画している。

地方分権改革有識者会議 

◇第 59回（2024.8.7） 

8 月 7日、第 59回地方分権改革有識者会議が開催された。

今回は、令和６年の提案募集方式等について、重点事項に係る関係府省からの第 1次回答及び専

門部会におけるヒアリングの状況等が示され、協議が行われた。

提案事項のうち、福祉分野に関連する事項の 1次回答および主な再検討の視点は以下のとおり。

1 

提案 
保育施設の給付費に係る加算の整理・統合及び広域利用に対応した施設管理

プラットフォームの構築等 

提案団体 神戸市、福島県、大阪府（こども家庭庁、デジタル庁、文部科学省） 

概要 

保育施設への施設型給付費（公定価格と利用者負担の差額）の支給について、 

①加算の種類の整理・統合や申請手続の簡素化 

②広域利用（住所地市区町村外に存在する保育施設の利用）の場合の施設・

自治体間での情報共有を可能とするプラットフォームの構築を求める 

関係省庁

からの 1

次回答の

概要 

〇公定価格における処遇改善等加算の一本化については、令和７年度に向けて

検討を行う。他の加算制度の整理・統合等については、今後継続的に検討し

てまいりたい。 

〇今後の施設管理プラットフォームの導入に当たっては、「保育分野における事

務フロー・データセット等に関する協議会」で検討することとしている。 

提案募集

検討専門

部会から

の主な再

検討の視

点 

〇処遇改善等加算以外の加算制度全般についても、整理・統合の方向で見直

しをお願いしたい。 

〇施設管理プラットフォームが広域利用に対応したものとなるよう、具体的な検

討状況をお示しいただきたい。また、ユーザーにとって使い勝手のよいものにな

るよう、検討を進めていただきたい。 

2 

提案 障害児通所支援事業所従業者の人員基準の見直し 

提案団体 
鳥取県、滋賀県、大阪府、和歌山県、全国知事会、中国地方知事会、将来世

代応援知事同盟（こども家庭庁） 

概要 
利用定員数が国が定める基準（10 名）に満たない事業所に限り、「標準」又は

「参酌すべき基準」への見直しを求める 

関係省庁

からの 1

次回答の

〇障害児通所支援事業所の従業者の人員基準は、「標準とすべき基準」や「参

酌すべき基準」とすることは適切ではないと考えている。 

〇また、指定生活介護事業所や指定通所介護事業所等がそれぞれの基準を
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概要 満たす場合には、地域の実情に合わせて限られた福祉人材を有効に活用す

ることが可能となっているところである。 

提案募集

検討専門

部会から

の主な再

検討の視

点 

○都市部だけでなく中山間地域等においても着実に障害児支援の提供が図られ

るよう、柔軟に人員基準を見直すべきではないか。 

○共生型事業所の活用について示されているが、障害児通所支援事業と介護

保険事業ではサービスの内容や必要な人材が大きく異なり、支障の解決に繋

がるものではなく、代案になり得ない。 

○本件は喫緊の課題であることから、先送りすることなく、今年度中に解決策をお

示しいただきたい。 

3 

提案 
児童の一時保護施設における職員の数及び夜間の職員体制について定めた基

準の経過措置期間の延長 

提案団体 
大阪市、京都府、京都市、堺市、兵庫県、徳島県、指定都市市長会、関西広域

連合（こども家庭庁） 

概要 現行の 2年間の経過措置を 5年間に延長することを求める 

関係省庁

からの 1

次回答の

概要 

〇本基準については、早急に本基準に基づく体制が全国的に図られるべきもの

である。 

〇一時保護施設の職員配置の引き上げについては、経過措置の延長はこどもに

対して適切な支援を実施していく観点から適切ではない。 

提案募集

検討専門

部会から

の主な再

検討の視

点 

〇現実問題として２年間の経過措置期間では対応できない地方自治体が出てき

ており、経過措置期間の延長を行うべきではないか。 

〇地域個別の実情を踏まえて合理的な経過措置期間を設定すべきではない

か。 

〇人材確保が困難であることに加え、短期間に職員を増員した場合に、専門性

の高さゆえに人材育成が追い付かず、経験不足による支援の質の低下やトラ

ブルにつながりかねないのではないか。 

4 

提案 地域型保育事業に係る連携施設の要件の緩和 

提案団体 大阪市（こども家庭庁） 

概要 

都市部を中心として連携施設の確保が困難であるため、複数の地域型保育事

業者が合同で保育を行うなど、地域型保育事業者同士が連携する場合も要件

を充たしたこととするよう求める 

関係省庁

からの 1

次回答の

概要 

〇「保育内容支援」と、「代替保育」とでは意義を異にしており、連携施設の要件

のうち、「保育内容支援」を「代替保育」と同様に緩和することは不適切である。 

〇他方で、連携施設に関して、自治体によっては確保に苦慮していることは承知

しており、今後、連携施設の要件の在り方も含めた連携施設確保のための検

討を行ってまいる。 

提案募集

検討専門

部会から

の主な再

検討の視

点 

○現在も連携施設の確保に苦慮している状況を踏まえると、地域の実情に応じ

た連携施設の要件に見直すべきではないか。 

○経過措置の期限は令和６年度末に迫っており、事業者にとって事業運営の見

通しを立てる上で喫緊の問題であるため、早期に延長の方針を示していただき

たい。 

○連携施設の確保が困難な状況を踏まえると、新たな要件を付すべきではない

のではないか。 
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5 

提案 民生委員・児童委員の選任要件の見直し 

提案団体 特別区長会（こども家庭庁、厚生労働省） 

概要 
なりて不足解消のため、「在住者」に加えて「在勤者」も推薦可能とするよう見直

すよう求める 

関係省庁

からの 1

次回答の

概要 

【令和５年対応方針】 

民生委員・児童委員の選任要件（民生委員法６条１項及び児童福祉法 16

条）の緩和については、当該市区町村に居住しない者を民生委員・児童委員とし

て選任する上で参考となる地域の実情等を調査した上で、地方公共団体、関係

団体等の意見も踏まえて検討し、令和６年度中に結論を得る。その結果に基づ

いて必要な措置を講ずる。 

提案募集

検討専門

部会から

の主な再

検討の視

点 

〇令和５年対応方針を踏まえ、早期の提案の実現に向けて必要な措置を講じて

いただきたい。 

○検討の結果、法改正を含めた制度改正を要することとなった場合、民生委員・

児童委員の次期一斉改選時に新たな制度の適用が可能となるよう、迅速な

制度改正の手続きと、地方自治体や関係団体等への前広な周知を行ってい

ただきたい。 

6 

提案 中山間地域における通所介護事業所に係る報酬算定の対象の見直し 

提案団体 鳥取県、山形県、広島県、徳島県（厚生労働省） 

概要 

訪問介護事業所が不足する中山間地域において、通所介護事業所の職員が利

用者の居宅を訪問しサービスを提供した場合においても、報酬算定を可能とする

よう見直すよう求める 

※新型コロナウイルス対策として、厚生労働省事務連絡（令和２年２月 24日）

により、通所介護事業所の職員が居宅で生活している利用者を訪問しサー

ビスを提供した場合においても、報酬算定が可能とする臨時的な措置がな

された。（令和６年３月末で当該臨時的取扱いは終了。） 

関係省庁

からの 1

次回答の

概要 

〇新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについては、通所系サービスの報酬区分で算定することを認めたもの

であって、訪問介護サービスとして提供・算定することを認めたものではない。 

〇一方で、現行制度においても、所定の基準を満たした場合に、通所介護事業

所が訪問介護事業所を併設すること自体は妨げているものではないところであ

る。 

提案募集

検討専門

部会から

の主な再

検討の視

点 

〇本提案は、中山間地域においては、訪問介護の担い手不足の問題等から、

「基準該当居宅サービス」の人員基準でさえも満たすことが困難な状況にある

ことを提案の出発点としている。 

〇訪問介護事業所が減少傾向にある中山間地域における介護保険事業の現

状を十分に踏まえた上で、介護人材の不足等の課題に対応するため、「基準

該当居宅サービス」の人員基準等の見直しとともに、居宅でサービス提供を行

う職員の資格要件の緩和等について検討されたい。 

◇第 58回（2024.6.24） 

6 月 24 日、第 58回地方分権改革有識者会議が開催された。

今回は、第 14次地方分権一括法、令和６年の提案募集方式に係る今後の検討の進め方等につい

て報告・説明が行われた後、協議が行われた。 

第 14 次地方分権一括法については、6月 12 日に成立した同法について説明が行われた。 
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また、令和６年の提案募集方式に係る今後の検討の進め方等については、令和 6年の地方からの提

案状況の報告及び重点事項（案）が示され、協議が行われた。 

重点事項（案）では、地方分権改革の取組を加速・強化するもののほか、「住民サービスの向上や適

切な提供に直結するもので、専門部会での法的な視点からの専門的な調査・審議に馴染むもの」、

「令和５年までの対応方針において今後の検討事項とされているもののうち、重点的に議論を深める必

要があるもの」などの観点から、２３事項が示された。 
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Oおうせいろ

＜会   議＞ 

社会保障審議会介護給付費分科会 

◇第 241回（2024.7.31） 

7 月 31 日、厚生労働省は第 241 回社会保障審議会介護給付費分科会（分科会長：田辺国昭東京

大学大学院法学政治学研究科教授）を持ち回りで開催し、令和６年度介護従事者処遇状況等調査の

実施について、調査票案が示され検討が行われた。

調査の実施は令和 6年 10月予定。

社会保障審議会介護給付費分科会 介護事業経営調査委員会 

◇第 39回（2024.6.25） 

6 月 25 日、厚生労働省は第 39回社会保障審議会介護給付費分科会 介護事業経営調査委員会

を開催した。

今回は、令和６年度介護従事者処遇状況等調査の実施について調査概要および調査票案が示され、

協議が行われた。

令和６年度調査では、「令和６年度介護報酬改定における『介護職員等処遇改善加算』への一本化を

踏まえた調査項目の見直しを行う。また、令和６年度におけるベースアップや令和６年度の賃上げ促進

税制の適用見込みなどを把握するための調査項目を追加する一方、記入者負担を考慮し、新型コロナ

ウイルス感染症の影響に関する項目を削除するなどの見直しを行う。」とされた。

社会保障審議会介護保険部会 

◇第 113回（2024.7.8） 

7 月 8日、厚生労働省は第 113 回社会保障審議会介護保険部会（部会長：菊池馨実早稲田大学理

事・法学学術院教授）を開催した。

今回は、介護情報基盤について、介護情報基盤における本人同意の取得、介護情報基盤および介護

事業所のセキュリティ対策、介護保険被保険者証のペーパーレス化について、協議が行われた。

認知症施策推進関係者会議 

◇第 5回（2024.7.8） 

7 月 8日、内閣官房は第 5回認知症施策推進関係者会議を開催した。

今回は、前回に引き続き認知症施策推進基本計画の素案について協議が行われた。

今後、今回の素案にてパブリックコメントを実施するとともに、これまでの協議内容もふまえた基本計画案

が次回会議にて示され、協議が行われる予定。

◇第 4回（2024.6.20） 

6 月 20 日、内閣官房は第 4回認知症施策推進関係者会議を開催した。

今回は、認知症施策推進基本計画の素案が示され、協議が行われた。

計画素案では、下記項目について施策の目標および具体的な取組が記載された。

○ 認知症の人に関する国民の理解の増進等 

○ 認知症の人の生活におけるバリアフリー化の増進 

○ 認知症の人の社会参加の機会の確保等 

○ 認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護 

4．高齢者 
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○ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等 

○ 相談体制の整備等 

○ 研究等の推進等 

○ 認知症の予防等 

○ 認知症施策の策定に必要な調査の実施 

○ 多様な主体の連携 

○ 地方公共団体に対する支援 

○ 国際協力

ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会

◇第 3回（2024.6.24） 

6 月 24 日、厚生労働省は第 3回ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会を開催した。

今回は、検討の方向性について「ケアマネジャーの業務の在り方」「人材確保・定着に向けた方策」「法

定研修の在り方」「ケアマネジメントの質の向上に向けた取り組みの促進」の項目ごとにこれまでの委員の

意見や課題、さらに議論を深めたい論点が示された。

主な論点案は以下のとおり。

１．ケアマネジャーの業務の在り方について 

○ケアマネジャーが地域の中で担うべき役割や業務とはどのようなものが考えられるか 

○ケアマネジャーの業務範囲外と考えられる業務は具体的にどのようなものが考えられるか。 

○居宅介護支援事業所と地域包括支援センターが今後担うべき役割についてどう考えられるか 

○居宅介護支援事業所の主任ケアマネジャーと地域包括支援センターの主任ケアマネジャーの役割

についてどのように考えるか 

２．人材確保・定着に向けた方策について 

○ケアマネジャーの人材確保について、どのような考え方で進めていくことが適切と考えるか 

○介護支援専門員実務研修受講試験の受験者数の増加のため、保有資格や実務経験等の受験要

件の拡大や、受験しやすい試験方法に見直すことについてどう考えるか。 

○ケアマネジャーとして従事している者の離職防止や、離職・退職したケアマネジャーの職場復帰に向

けて、どのような対応策が考えられるか 

３．法廷研修の在り方について 

○ケアマネジャーの質の確保・向上を図りつつ、法定研修の効率化を図るためめ、例えば講義の科目

については、統一的な実施とすることについてどう考えるか。 

○現行の法定研修、特に更新研修の研修内容や時間数についてどう考えるか。 

４．ケアマネジメントの質の向上に向けた取り組みの促進 

○ケアマネジメントの更なる質の向上に向けて、その質を評価するためにどのような手法が考えられるか

○テクノロジーを活用したケアマネジャーの業務効率化・負担軽減に向けて、どのような対応が考えら

れるか 

また、全国地域包括･在宅介護支援センター協議会よりケアマネジメントに係る現状･課題について下記

5つの提案の説明があった。 

○地域包括ケアシステムの中核機関として地域内の適切な機関と連携してきたノウハウを活かします 

○介護支援専門員の理解･やりがい等を広めることに、私たち地域包括･在宅介護支援センターも積

極的に関わります 

○地域包括支援センターとの連携により、高齢者虐待等の権利侵害の防止にもつながります 

○地域で必要とされる研修機会･視点を地域とともに共有できます 
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○地域包括支援センターの主任介護支援専門員だからこそできる、地域づくり 

高齢社会対策大綱の策定のための検討会 

◇第 8回（2024.8.5） 

8 月 5日、内閣府は第 8回高齢社会対策大綱の策定のための検討会を開催した。

今回は、前回の協議をふまえ高齢社会対策大綱の策定のための検討会報告書（案）が示され、協議が

行われた。

報告書案では、高齢社会対策の基本的方向性として、

（１）年齢に関わりなく、希望に応じて活躍し続けられる経済社会の構築 

（２）高齢期の一人暮らしの人の増加等の環境変化に適切に対応し、多世代が共に安心して暮らせる社

会の構築 

（３）加齢に伴う身体機能・認知機能の変化に対応したきめ細かな施策展開・社会システムの構築 

の 3 つの基本的な考え方にのっとり、高齢社会対策を推進すべきとしている。

報告書案では、下記 5部構成により、それぞれの項目について整理されている。

第 1部 基本的な考え方 

１． 高齢社会対策の意義 

２． 高齢社会対策の基本的方向性 

（１）年齢に関わりなく、希望に応じて活躍し続けられる経済社会の構築 

（２）高齢期の一人暮らしの人の増加等の環境変化に適切に対応し、多世代が共に安心して暮らせ

る社会の構築 

（３）加齢に伴う身体機能・認知機能の変化に対応したきめ細かな施策展開・社会システムの構築 

第２部 生涯を通じて活躍できる環境の整備 

１．年齢に関わらない活動機会の拡大 

（１）高齢期を含めたスキルアップやリスキリングの拡充 

（２）デジタル等のテクノロジーに関する学びの充実 

（３）身近な場やオンラインでの学習機会の充実 

（４）企業等における就労の促進 

（５）就労に関する制度整備や取組強化 

（６）地域社会の活力を支えるプラットフォームの構築 

２．高齢社会に関するあらゆる世代の理解の促進 

（１）加齢に関する理解の促進 

（２）社会保障教育及び金融経済教育の充実等 

（３）持続可能な地域社会を構築するための学びの充実 

第３部 高齢期の一人暮らしの人の増加等に対応できる環境の整備 

（１）居住支援の充実 

（２）空き家対策の推進 

（３）健康づくり・介護予防 

（４）医療・介護の充実 

（５）介護離職の解消 

（６）地域における移動手段の確保 

（７）高齢期における身寄りのない人への支援の充実 

（８）民生委員等の担い手確保 

第４部 身体機能・認知機能の変化に配慮した環境の整備 
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（１）金融経済活動における支援 

（２）消費者被害の防止 

（３）認知機能の変化に応じた交通安全対策 

（４）難聴等感覚器機能の低下への対応 

（５）高齢期の特性に配慮した防災・防犯対策 

第５部 今後の高齢社会対策の推進に当たって 

◇第 7回（2024.7.17） 

7 月 17 日、内閣府は第 7回高齢社会対策大綱の策定のための検討会を開催した。

今回は、高齢社会対策大綱の策定のための検討会報告書（素案）が示され、協議が行われた。

＜通知・公表＞ 

第 9 期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数公表（2024.7.12） 

7 月 12 日、厚生労働省は第 9期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数を公表した。

第 9期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必

要数を集計すると、2026 年度には約 240 万人（＋約 25万人（6.3 万人/年））、2040 年度には約

272 万人（＋約 57万人（3.2 万人/年））となった。※ （ ）内は 2022 年度（215 万人）比
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＜会議＞

障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部 

◇第 1回（2024.7.29） 

7 月 29 日、政府は第１回障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本

部（本部長：岸田文雄内閣総理大臣）を開催した。

本推進本部は、旧優生保護法に係る令和 6年 7月の最高裁判所判決を受け、優生思想及び障害

者に対する偏見や差別の根絶に向け、これまでの取組を点検し、教育・啓発等を含めた取組を強化

するため、内閣に設置された。

今回は、「旧優生保護法を巡る経緯等」「障害を理由とする差別の解消に向けた取組」について協議

が行われた。

岸田総理大臣は、旧優生保護法の国家賠償請求訴訟の係属訴訟について、原告が高齢化している

現状及び原告団との協議の状況を踏まえ、和解のための合意書の締結等による早期解決を急ぐよ

う、加藤内閣府特命担当大臣、小泉法務大臣に指示した。また、併せて新たな補償の仕組みの具体

的な内容について議員立法の提出に向けて取り組んでいる超党派の議員連盟との検討・調整を加速

するよう指示した。

また、障害者に対する偏見差別、優生思想の根絶に向けて、これまでの取組を点検し、教育・啓発等

を含めて取組を強化するとし、関係大臣に取組みの推進を指示した。

社会保障審議会障害者部会 

◇第 141 回（2024.7.4） 

7 月 4日、厚生労働省は第 141 回社会保障審議会障害者部会（部会長：菊池馨実早稲田大学理

事・法学学術院教授）を開催した。

今回は、障害保健福祉施策の動向、公認心理師法附則第５条に基づく対応について協議が行われ

た。

障害保健福祉施策の動向では、障害福祉サービス利用者数の推移等についての報告が行われたほ

か、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容について報告が行われた。ま

た、障害福祉サービス等報酬改定の検証に向けた調査の実施について、下記のとおりスケジュール

が示された。

5．障害者 
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公認心理師法附則第５条に基づく対応についてでは、公認心理師法の施行状況と今後の取組の検

討について、下記のとおり示された。
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労働政策審議会 (障害者雇用分科会) 

◇第 132 回（2024.7.9） 

7 月 9日、厚生労働省は第 132 回労働政策審議会 (障害者雇用分科会)を開催した。

今回は、2023 年度の年度目標に係る評価及び 2024 年度の年度目標の設定について協議が行わ

れた。

2023 年度の年度目標に係る評価については、2023 年度の目標として障害者雇用分科会において

設定した年度目標についての評価案が示された。

ハローワークにおける障害者の就職件数については、2023 年度目標が「2019 年度（103,163 件）

以上」だったのに対し、2023 年度実績は 110,756 件（対前年度比 8.0％増）であり、目標であるコロ

ナ禍以前の 2019 年度実績（103,163 件）を 7.4％上回った。

これは、2023 年度の新規求職申込件数が 249,490 件（対前年同期比 6.9％増）で、2019 年度

実績（223,223 件）を 11.8％上回る水準となるとともに、 障害者専用求人数の全数が 263,217 

人（対前年同期比 9.5％増）と 2019 年度実績（252,191 人）を 4.4％上回る水準に改善したこと

が背景にあるものと考えられると、評価している。

さらに、ハローワークにおいて、2024 年４月以降の法定雇用率の段階的な引上げ等への対応とし

て障害者の雇入れ支援の更なる強化を図るため、障害者雇用率未達成企業への丁寧な聞き取りや

求人者・求職者双方への能動的なマッチング支援の実施によるものとみられている。 

また、障害者雇用分科会における 2024 年度の年度目標（案）が示され、協議が行われた。

障害者政策委員会 

◇第 79回（2024.6.24） 

6 月 24 日、内閣府は第 79回障害者政策委員会を開催した。

今回は、第 5次障害者基本計画の実施状況の監視に向けての視点について、石川准 障害者政策

委員会前委員長による講演が行われた後、質疑応答が行われた。

＜通知・公表＞

雇用の分野における障害者の差別禁止・合理的配慮の提供義務に係る相談等実績（令和 5年度）

（2024.6.28） 

6 月 28 日、厚生労働省は令和 5年度雇用の分野における障害者の差別禁止・合理的配慮の提供

義務に係る相談等実績を公表した。 

主な結果は以下のとおり。 

○ハローワークに寄せられた障害者差別および合理的配慮の提供に関する相談は 245 件(対前年

度比 8.9％増) 

うち、障害者差別に関する相談は 31 件（対前年度比 16.2％減） 

合理的配慮の提供に関する相談は 214 件（対前年度比 13.8％増）

○公共職業安定所が行った事業主への助言件数は 18 件（法違反に係る助言件数） 

  指導件数は 2件、都道府県労働局長が行った勧告件数は、前年度に引き続き 0件 

○労働局長による紛争解決の援助申立受理件数は 10 件（前年度 1件） 

○障害者雇用調停会議による調停申請受理件数は 9件（前年度 9件）。
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＜法改正等＞ 

児童対象性暴力防止法案（日本版 DBS 法）成立（2024.6.19） 

6 月 19 日、児童対象性暴力防止法案（日本版 DBS 法律案）が参議院本会議で可決、成立した。 

本法案は、国が所管する性犯罪歴をデータベース化したシステムを活用し、学校や保育所などの雇用

側に、就労希望者の犯罪歴照会を義務付ける。学習塾の利用は任意とし、事業者が国から認定を受け

れば義務化される。 

照会の対象となる性犯罪の種類は、裁判所で有罪判決が確定した「前科」のほか、痴漢や盗撮など自

治体の条例違反も含まれる。 

照会期間は拘禁刑（懲役と禁錮両刑を 2025 年に一元化）が刑の執行終了から 20 年、罰金刑以下は

10年とし、既に働いている人も対象となる。 

こども家庭審議会基本政策部会 幼児期までのこどもの育ち部会 

◇第 11回（2024.7.22） 

7 月 22 日、こども家庭庁は第 11回こども家庭審議会基本政策部会 幼児期までのこどもの育ち部会

（部会長：秋田 喜代美学習院大学文学部教授）を開催し、「こどもまんなか実行計画 2024」における

「はじめの 100 か月の育ちビジョン」の関連施策について報告が行われるとともに、「はじめの 100 か月

の育ちビジョン」を踏まえた取組の推進について協議が行われた。

「はじめの 100 か月の育ちビジョン」の関連施策についてでは、下記のとおり関連施策のポイントが示された。

6．子ども・家庭福祉 
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「はじめの 100 か月の育ちビジョン」を踏まえた取組の推進についてでは、現状と今後の方向性について

下記のとおり示された。

こども家庭審議会基本政策部会 こども・若者参画及び意見反映専門委員会 

◇第 7回（2024.6.27） 

6 月 27 日、こども家庭庁は第 7回こども家庭審議会基本政策部会 こども・若者参画及び意見反映

専門委員会（委員長：土肥潤也 特定非営利活動法人わかもののまち代表理事）を開催し、令和 6年

度こども・若者参画及び意見反映専門委員会の進め方（案）について協議が行われた。

会議では、「こどもまんなか実行計画 2024」に基づき、令和 6年度に実施する「こども若者★いけんぷ

らす」のテーマ一覧や、活動内容、若者が主体となって活動する団体に関する調査研究のスケジュール

案、本委員会の進め方案が示された。

こども家庭審議会 こどもの居場所部会 児童厚生施設及び放課後児童クラブに関する専門委員会 

◇第 3回（2024.8.2） 

8 月 2日、こども家庭庁は第 3回こども家庭審議会こどもの居場所部会児童厚生施設及び放課後児

童クラブに関する専門委員会（委員長：大竹智立正大学社会福祉学部教授）を開催し、「児童館ガイド

ライン改正案」「放課後児童クラブ運営指針改正案」について協議が行われた。 

今回は、前回会議後に実施した児童館及び放課後児童クラブを利用しているこどもの意見聴取結果の

概要が報告されるとともに、前回協議をふまえ、児童館ガイドライン改正案および放課後児童クラブ運営

指針改正案が示され、協議が行われた。 
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こども家庭審議会 児童虐待防止対策部会 

◇第 4回（2024.6.25） 

6 月 25 日、こども家庭庁はこども家庭審議会 児童虐待防止対策部会（山縣文治関西大学人間科学

部人間健康学科教授）を開催し、制度改正を要する事項、ヤングケアラーに関する改正法の施行等に

ついて報告・協議を行った。

制度改正を要する事項については、下記 3点について改正のイメージ案が示された。

1.一時保護委託先について 

（現行） 

 特段の基準がなく、児童相談所長又は都道府県知事が「適当と認める者」への委託が可能となっ

ており、その質の担保が課題となっている 

（改正のイメージ案） 

 一時保護委託については、例えば、原則として、一時保護委託を受けるために事前に登録等を 

受けた者等に対してのみ行えることとするなど、一定の質を担保できるような法制上の措置をと 

ることとしてはどうか（公布後２年以内の政令で定める日の施行を想定） 

2. 面会通信制限関係について 

（現行） 

 児童虐待を行った保護者についてのみ面会通信制限等ができるものとされており、児童虐待が行

われた疑いがある段階については、対象となっていない 

（改正のイメージ案） 

 児童虐待防止法第 12条において、一時保護中の児童に対して児童虐待が行われた疑いがある

場合については、児童相談所長が児童の心身に有害な影響を及ぼすおそれが大きいと認めるとき

に面会通信制限を行えるものと規定すること等により、保護者の同意なく面会通信制限等が行える

場合を明確にし、適切な運用が図られるようにしてはどうか。（公布後 6月以内の政令で定める日

の施行を想定） 

3. 保育所等における虐待対応の強化について 

（現行） 

 保育所等における虐待等の不適切事案が相次いだこと等を踏まえ、現在、児童養護施設等と同 

様に、保育所等の職員による虐待に関する通告義務等を設けることが検討されている 

（改正のイメージ案） 

 上記の通告義務等については、もっぱら保護者と離れた環境下において、児童に保育や居場所

の提供等の支援を行う施設・事業を対象とすることが検討されていることから、意見表明等支援事

業についても、対象とすることとしてはどうか。（令和 7年度施行を想定）

こども家庭審議会 児童虐待防止対策部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会 

◇第 118 回（2024.8.6） 

8 月 6日、こども家庭庁は、第 118 回こども家庭審議会 児童虐待防止対策部会児童虐待等要保護

事例の検証に関する専門委員会を開催し、「こども虐待による死亡事例等の検証結果等について 第

20 次報告」について協議を行った。（資料は非公開）

◇第 117回（2024.7.11） 

7 月 11 日、こども家庭庁は、第 117 回こども家庭審議会 児童虐待防止対策部会児童虐待等要保

護事例の検証に関する専門委員会を開催し、「こども虐待による死亡事例等の検証結果等について 
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第 20次報告」について協議を行った。（資料は非公開） 

こども家庭審議会 障害児支援部会 

◇第 6回（2024.7.10） 

7 月 10 日、こども家庭庁は、第 6回こども家庭審議会 障害児支援部会（部会長：有村大士日本社

会事業大学社会福祉学部教授）を開催し、最近の障害児支援行政の動向について報告が行われた

後、協議を行った。 

こども家庭審議会 こどもの貧困対策・ひとり親家庭支援部会 

◇第 4回（2024.7.30） 

7 月 30 日、こども家庭庁は、第 4回こども家庭審議会 こどもの貧困対策・ひとり親家庭支援部会（部

会長：新保幸男神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授）を開催し、報告事項について報告が行

われた後、こどもの貧困対策推進ワーキンググループ及びひとり親家庭支援ワーキンググループの設置

について協議を行った。

ワーキンググループの設置については、こどもの貧困対策及びひとり親家庭支援施策に係る各種課題に

ついて、それぞれの課題に応じた調査審議を深めるため、こども家庭審議会こどもの貧困対策・ひとり親

家庭支援部会の下に、「こどもの貧困対策推進ワーキンググループ」及び「ひとり親家庭支援ワーキング

グループ」を設置するというもの。

こどもの貧困対策推進ワーキンググループは、こども基本法（令和４年法律第 77号）第 11 条の規定を

踏まえながら、貧困の状況にあるこども等のニーズを踏まえた事業運営や必要な見直し等について検討

を行う。

ひとり親家庭支援ワーキンググループは、基本方針の評価及び改定その他ひとり親家庭への支援施策

の在り方について検討を行う。

こども政策 DX推進チーム 

◇第 2回（2024.7.3） 

7 月 3日、こども家庭庁は、第 2回こども政策 DX推進チーム（t チームリーダー：加藤鮎子こども政策

担当大臣）を開催し、こども政策 DX の推進に向けた取組方針 2024 についてとりまとめた。

本取組方針は、必要な情報を最適に届ける仕組みの構築（子育て支援制度レジストリ）、保育 DX、母

子保健 DX をはじめとする改革の方向性が示されるとともに、上記の内容を含む「デジタル社会の実現

に向けた重点計画」が閣議決定されたことをふまえ、これまでの取組や前提状況なども付加した上で、こ

ども家庭庁としての当面の取組方針を示すもの。
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こども政策に関する国と地方の協議の場 

◇令和 6年度第 1回（2024.7.8） 

7 月 8日、こども家庭庁は、第 1回こども政策に関する国と地方の協議の場を開催し、子ども・子育て

支援法等一部改正法成立を受けた今後の流れおよび、自治体こども計画の策定について意見交換を

行った。
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＜会  議＞ 

地域共生社会の在り方検討会議 

◇第 2回（2024.7.29） 

7 月 29 日、厚生労働省は第 2回地域共生社会の在り方検討会議（座長：宮本太郎中央大学法学部

教授）を開催した。 

第 2回では、地域共生社会の実現に向けた取組について、包括的な支援体制の整備の現状と今後

の在り方について協議が行われた。

◇第 1回（2024.6.27） 

6 月 27 日、厚生労働省は第 1回地域共生社会の在り方検討会議（座長：宮本太郎中央大学法学部

教授）を開催した。 

本会議は、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の附則において、施

行後５年後を目途として施行状況について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずること

とされていることから、地域共生社会の実現に向け、主に下記事項について検討することを目的として

開催するもの。 

（1）「地域共生社会」の実現に向けた方策（地域共生社会の概念の再確認、地域共生社会の実現に

資する施策の深化・展開、包括的支援体制の整備及び重層的支援体制整備事業等に関する今

後の方向性） 

（2）地域共生社会における、身寄りのない高齢者等が抱える課題等への対応及び多分野の連携・協

働の在り方 

（3）成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利擁護支援策の充実 

第 1回では、議論の視点案として下記のとおり示された。 

7．地域福祉 
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また、本会議については、スケジュール案として令和 6年度末までに中間的な論点整理を行い、令和

７年度夏頃を目途に一定の結論を得ることが示された。令和 7年夏以降、関係審議会で整理した論

点について議論が行われる。

法制審議会 民法（成年後見等関係）部会 

◇第 5回（2024.7.17） 

7 月 17 日、法務省は第 5回法制審議会 民法（成年後見等関係）部会（部会長：山野目章夫 早稲

田大学大学院法務研究科教授）を開催した。 

今回は、意見徴収が行われ、公益社団法人全国精神保健福祉会連合会、一般社団法人日本認知症

本人ワーキンググループ、一般社団法人日本発達障害ネットワーク、特定非営利活動法人日本障害

者協議会が意見を述べた。

◇第 4回（2024.7.2） 

7 月 2日、法務省は第 4回法制審議会 民法（成年後見等関係）部会（部会長：山野目章夫 早稲

田大学大学院法務研究科教授）を開催した。 

今回は、成年後見人等の交代等、成年後見人等の交代等、法定後見制度に関するその他の検討事

項について協議が行われた。

主な協議内容は以下のとおり。

○成年後見人等の職務及び義務 

○成年後見人等の監督 

○成年後見人等の報酬 

○申立権者 

○成年後見人等の選任 

○本人の死亡後の成年後見人の権限（死後事務）等 

○制限行為能力者の相手方の催告権

◇第 3回（2024.6.11） 

6 月 11 日、法務省は第 3回法制審議会 民法（成年後見等関係）部会（部会長：山野目章夫 早稲

田大学大学院法務研究科教授）を開催した。 

今回は、成年後見制度の開始および終了について協議が行われた。

主な協議内容は以下のとおり。

○法定後見の開始の効果に関する事項（取消権及び同意権） 

○法定後見の開始の効果に関する事項（代理権・財産管理権） 

○法定後見の終了に際しての考慮要素 

○期間の設定等

◇第 2回（2024.5.21） 

5 月 21 日、法務省は第 5回法制審議会 民法（成年後見等関係）部会（部会長：山野目章夫 早稲

田大学大学院法務研究科教授）を開催した。 

今回は、法定後見の開始に関する検討事項について協議が行われた。
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主な協議内容は以下のとおり。

○法定後見の開始に際しての考慮要素（本人の判断能力の程度） 

○法定後見の開始に際しての考慮要素（法定後見による保護が必要であること等） 

○法的後見の開始に際しての考慮要素（本人の同意等）

成年後見制度利用促進専門家会議 

◇第 16 回（20204.8.2） 

8 月 2日、厚生労働省は第 16回成年後見制度利用促進専門家会議を開催した。 

今回は、中間検証に向け、成年後見制度等の見直しに向けた検討と総合的な権利擁護支援策の充

実、意思決定支援の浸透、不正防止の徹底と利用しやすさの調和、任意後見制度の利用促進につい

て関係省庁からの取組状況についての報告をふまえ、意見交換を行った。

今後、3回の会議を経て中間検証報告書のとりまとめを行う予定。
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＜法改正等＞ 

出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法

律の一部を改正する法律成立（2024.6.14） 

6 月 14 日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の

保護に関する法律の一部を改正する法律」が参議院本会議にて可決・成立した。 

本改正は、技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況に鑑み、就労を通じた人材育成及び人材

確保を目的とする新たな在留資格として育成就労の在留資格を創設し、育成就労計画の認定及び

監理支援を行おうとする者の許可の制度並びにこれらに関する事務を行う外国人育成就労機構を設

けるほか、１号特定技能外国人支援に係る委託の制限、永住許可の要件の明確化等の措置を講ず

るもの。 

＜会   議＞ 

雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会報告書とりまとめ（2024.8.8）

8 月 8日、厚生労働省は雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会報告書を公表した。 

本検討会では、令和 6年 2月から 11 回にわたり、雇用の分野における女性活躍推進やハラスメント

について、現状の分析や論点整理を行い、今後の在り方を検討してきた。

本取りまとめは、令和元年の女性活躍推進法成立後も

①常時雇用する労働者の数が 301 人以上の企業について、男女の賃金の差異の情報公表が義務

化されるという新しい動きがあったが、男女の賃金の差異は依然として大きく、女性管理職の割合も

国際的に見るとその水準は低い 

8．人材確保等 
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②ハラスメント関係の相談件数は高止まり傾向にあり、カスタマーハラスメントや就活等セクシュアルハ

ラスメントなどが社会問題化している 

といった課題に加え、平成 28年度より施行してきた女性活躍推進法は、令和７年度末で失効すると

されている。こうした状況を踏まえ、雇用の分野における女性活躍推進の方向性や、ハラスメントの現

状と対応の方向性等について議論し、とりまとめた。 

報告書では、「女性活躍推進法等を通じた雇用の分野における女性活躍の更なる推進」「月経・不妊

治療・更年期等の健康課題への対応」「職場におけるハラスメント対策の充実」について整理してい

る。

特に、カスタマーハラスメントについては、「企業横断的に取組が進むよう、対策強化が必要。労働者

保護の観点から事業主の雇用管理上の措置義務とすることが適当。定義については、社会全体で幅

広く受け入れられるものの検討が適当であり、下記の３つの要素のいずれも満たすものとして検討すべ

き。」としている。

【カスタマーハラスメントの要素】 

①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行うこと 

②社会通念上相当な範囲を超えた言動であること 

③労働者の就業環境が害されること 

厚生労働省では、この報告書を踏まえ、今後、労働政策審議会雇用環境・均等分科会において、引

き続き検討するとしている。
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外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会 

◇中間とりまとめ（2024.6.26） 

6 月 26 日、厚生労働省は、外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会中間とりまとめを公表し

た。

中間とりまとめでは、外国人介護人材を巡る状況やこれまでの経緯等について整理したうえで、「訪問

系サービス」「技能実習『介護』における事業所開設後３年要件」等について検討会での意見を整理し

ている。

○訪問系サービス 

外国人介護人材の訪問系サービスの従事については、日本人同様に介護職員初任者研修を修

了した有資格者等であることを前提に、ケアの質や権利保護等の観点から、事業者に対して一定の

事項について 遵守を求め、当該事項を適切に履行できる体制・計画等を有することを条件として

従事を認めるべき。 

○技能実習『介護』における事業所開設後３年要件 

技能実習生を受け入れる事業所については、介護福祉士等の技能実習指導員の配置などに加

えて、適切な技能移転を図る観点から安定的に事業を行えることを確認する要件を設けることが必

要。一方、介護分野における技能実習制度が施行から一定期間を経過し、受入事業所数も増加し

ていることや特定技能制度が施行され、同制度では事業所開設要件が定められていないこと等も

踏まえることが必要。 

また、今後の対応について、「外国人介護人材が日本の介護現場を魅力ある就労先として認識し、多

職種と連携しながら、質の高いケアを提供すること、継続的に日本語を学習しながら、介護福祉士の
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資格を取得するなどキャリアアップしていくことが重要」としている。

「日本における現行の介護サービスについては、教育プログラムとしては世界のトップランナーにあると

考えられる」とする一方、「より良い介護実践に向け、教育プログラムと相まって様々な課題をクリアし

ながら取り組むことが必要」であるとしている。

労働政策審議会雇用環境・均等分科会

◇第 70回（2024.7.30） 

7 月 30 日、厚生労働省は第 70回労働政策審議会雇用環境・均等分科会（分科会長：奥宮恭子 

田辺総合法律事務所弁護士）を開催した。 

今回は、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代

育成支援対策推進法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令案」、「育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則等の一部を改正する省令

案要綱」、「子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との

両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針の一部を改正する告示案要

綱」について諮問が行われた。 

その後、武見厚生労働大臣に対し、各政省令案について概ね妥当と認める旨の答申が行われた。 

◇第 69回（2024.6.26） 

6 月 26 日、厚生労働省は第 69回労働政策審議会雇用環境・均等分科会（分科会長：奥宮恭子 

田辺総合法律事務所弁護士）を開催し、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律」および本改正法をふ

まえた主な省令・指針の説明が行われた後、令和 6年夏策定の主な政府文書（骨太の方針 2024、

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 等）、特定受託事業者の就業環境の整備に

関する検討会の報告が行われた後、意見交換が行われた。

雇用政策研究会 

◇第 12回（2024.7.23） 

7 月 23 日、第 12回雇用政策研究会（座長：樋口美雄（独）労働政策研究・研修機構 研究総監）

を開催した。 

今回は、前回協議をふまえ修正された「雇用政策研究会報告書（案）」について協議が行われ、取り

まとめられた。

報告書では、多様な個人の労働参加の促進と経済成長を実現するための労働生産性の向上に向

け、「多様な個人の労働参加」「新たなテクノロジー等を活用した労働生産性の向上」「労働市場のイ

ンフラ整備等」について整理している。 
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◇第 11回（2024.6.24） 

6 月 24 日、第 11回雇用政策研究会（座長：樋口美雄（独）労働政策研究・研修機構 研究総監）

を開催した。 

今回は、前回協議をふまえ修正された「雇用政策研究会報告書（素案）」について引き続き協議が行

われた。

中央最低賃金審議会 

◇第 69回（2024.7.25） 

7 月 25 日、厚生労働省は第 69回中央最低賃金審議会を開催した。 

今回は、中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告が行われた後、令和６年度地域別最低

賃金額改定の目安について答申が取りまとめられた。 

答申では、都道府県の経済実態に応じたランクごとの引き上げ額について、すべて 50円とした。 

本答申は、6月 25 日に開催された第 68回中央最低賃金審議会で、厚生労働大臣から今年度の

目安についての諮問を受け、同日に「中央最低賃金審議会目安に関する小委員会」を設置し５回に

わたる審議を重ねて取りまとめた「目安に関する公益委員見解」等を、地方最低賃金審議会に示すも

の。 

今後は、各地方最低賃金審議会で、この答申を参考にしつつ、地域における賃金実態調査や参考人

の意見等も踏まえた調査審議の上、答申を行い、各都道府県労働局長が地域別最低賃金額を決定

することとなる。 

仮に目安どおりに各都道府県で引上げが行われた場合の全国加重平均は 1,054 円となる。この場

合、全国加重平均の上昇額は 50円（昨年度は 43円）となり、昭和 53年度に目安制度が始まって

以降で最高額となる。また、引上げ率に換算すると 5.0％（昨年度は 4.5％）となる。 
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◇第 68回（2024.6.25） 

6 月 25 日、厚生労働省は第 68回中央最低賃金審議会を開催した。 

今回は、令和 6年度地域別最低賃金金額改定の目安について諮問が行われた。 

地域別最低賃金については、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 改訂版」にお

いて、「今年は、最低賃金の引上げ額について、公労使三者構成の最低賃金審議会でしっかりと議論

いただく。労働生産性の引上げ努力等を通じ、2030 年代半ばまでに 1,500 円となることを目指す目

標について、より早く達成ができるよう、中小企業・小規模企業の自動化・省力化投資や、事業承継、

M&A の環境整備等について、官民連携して努力する。また、地域別最低賃金の最高額に対する最

低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是正を図る。」とされている。 

検討にあたっては、中央最低賃金審議会目安に関する小委員会（以下、小委員会）が開催されること

とされ、同日第 1回小委員会が開催された。 

今後、小委員会にて計 4回検討を行った後、7月下旬にも中央最低賃金審議会の目安額が示され

る予定。

＜通知・公表＞ 

令和 6年人事院勧告（2024.8.8） 

8 月 8日、人事院は国会と内閣に国家公務員の給与改定についての勧告と、国家公務員の育児休

業法改正についての意見の申出を行った。

給与については、民間企業の賃上げの状況を反映して月例給は約 30年ぶりとなる高水準のベース

アップとした。

全体では平均 11,183 円、2.76％引き上げ、総合職大卒の初任給を約 3万円、約 15％引き上げる

など、若年層に特に重点を置きつつ、全ての職員を対象に引上げ改定を行う。ボーナス分の特別給

は３年連続で 0.10 月分引き上げ、年間 4.60 月分とする。

意見の申出は、職員が自らの希望や事情に応じて育児時間を取得しやすくなるよう、１年に 10 日相

当の範囲内で育児時間を取得できるパターンを新設する。
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介護労働実態調査（2024.7.10） 

7 月 10 日、介護労働安定センターは令和 5年度介護労働実態調査結果を公表した。 

本調査は、介護分野における優れた人材の確保と育成、介護に関わる方々の働く環境の改善、より

質の高い介護保険サービスの提供等に資することを目的に、事業所調査は平成 14年度から、労働

者調査は平成 15年度から毎年実施するもの。 

主な調査結果は以下のとおり。 

①依然として従業員の不足感は強い 

・事業所全体の従業員の過不足感は、「大いに不足」、「不足」、「やや不足」を合計すると 64.７％

に上っている。また、より深刻な不足感を意味する「大いに不足」と「不足」の合計も 34.0％となっ

ている。 

・職種別では、特に「訪問介護員」において「大いに不足」、「不足」、「やや不足」の合計が約 8割、

「大いに不足」と「不足」の合計でも約 6割に達している。 

②採用率は増加、離職率は減少 

・訪問介護員、介護職員を合わせた 2職種の採用率は、2012 年度（23.2%）以来減少傾向にあっ

たが、2021 年度を底に 2年連続で対前年度比増となり、2023 年度は 16.9%となった。 

・また離職率は 2012 年度（17.0%）以来減少傾向にある。2022 年度は一時的に微増となったもの

の、2023 年度は再び対前年度比減となり、離職率は 13.1%となった。 

③労働者の採用がうまくいっている最大の理由は職場の人間関係がよいこと 

・事業所の従業員の採用がうまくいっている理由としては、「職場の人間関係がよいこと」（62.7％）

が最も多かった。 

・これに続いて「残業が少ない、有給休暇をとりやすい、シフトがきつくないこと」（57.3％）、「仕事と

家庭（育児・介護）の両立の支援を充実させていること」（47.9％）、「仕事の魅力ややりがいがある

こと」（38.３％）、「事業所・施設の設備・環境が働きやすいこと」（33.4％）となっている。 

・なお、労働者に現在の事業所に勤め始めた理由を尋ねたところ、「通勤が便利だから」（50.3％）、

「仕事の魅力ややりがいがあるため」（32.6％）に続いて、「職場の人間関係がよいため」（31.4％）

があげられている。 

④離職率が低下傾向にあるとする事業所は、離職率低下の「理由」として、職場の人間関係の改善を

１位にあげている 

・訪問介護員・介護職員の「離職率は低下（定着率は上昇）傾向にある」と回答した事業所のその

理由は、「職場の人間関係がよくなったため」（63.6％）が最も多かった。 

・これに続いて「残業削減、有給休暇の取得促進、シフトの見直し等を進めたため」（45.6％）、「職

場全体で介護の質を高めるための意識を共有したため」（37.8％）、「賃金水準が向上したため」

（36.3％）、「仕事と家庭（育児・介護）の両立の支援を充実させたため」（36.1％）となっている。 

2024 年春闘 第 7回（最終）回答集計結果（2024.7.3） 

7 月 3日、連合は 2024 春季生活闘争の第 7回（最終）回答集計結果を公表した。 

本平均賃金方式で回答を引き出した 5,284 組合の定昇相当込み賃上げの加重平均は 15,281 円・

5.10％（昨年同時期比 4,721 円増・1.52 ポイント増）となった。うち 300 人未満の中小組合 3,816 

組合は 11,358 円・4.45％（同 3,337 円増・1.22 ポイント増）となった。最終集計まで 5%超えを維持

したのは 33年ぶり。 

平均賃金方式のうち、賃上げ分が明確に分かる 3,639 組合の賃上げ分加重平均は 10,694 円・

3.56％、うち中小組合 2,357 組合の賃上げ分は 8,256 円・3.16％となった。最終集計で 3％を上

回ったのは、賃上げ分の集計を開始した 2015 闘争以降初めて。 
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＜法改正等＞ 

概算要求基準 閣議了解（2024.7.29） 

7 月 29 日、政府は令和 7年度概算要求基準を閣議了解した。 

政策によって費用が増減できる「裁量的経費」について、要求額を今年度予算の 14兆 2000 億円か

ら 10％減らすよう求め、その代わりに、削減分の 3倍にあたる 4兆 2000 億円規模の「重要政策推進

枠」を設けている。 

「重要政策推進枠」は、持続的・構造的賃上げの実現、少子化対策・こども政策の抜本的強化を含め

た新たなステージへの移行に向けた取組の加速、防衛力の抜本的強化など政府が重要だと定めた政

策を対象とし、各省庁の要求を受け付ける。 

年金・医療等については、高齢化等に伴う自然増（4,100 億円）を加算した範囲内で要求としている。 

また、「こども未来戦略」で示された「こども・子育て支援加速化プラン」の施策については、同戦略に基

づいて要求するとしている。 

令和 6年度一般会計予備費使用閣議決定（2024.6.28） 

6 月 28 日、政府は令和 6年度予算から 1,396 億円を支出することを閣議決定した。 

本決定は、能登半島地震の被災地支援を加速するためのもので、同地震に関する予備費支出は今回

で 5回目。 

主な内訳は以下のとおり。 

9．予算 
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○応急仮設住宅の供与等           …282 億円 

○災害廃棄物処理             …226 億円 

○農林漁業者等への支援           … 21 億円 

○公共土木施設、公共施設の復旧等  …867 億円 
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＜会   議＞ 

令和 6年能登半島地震復旧・復興支援本部 

◇第 8回（2024.6.28） 

6 月 28 日、第 8回令和６年能登半島地震復旧・復興支援本部が開催され、復旧・復興に向けた取

組について報告が行われた。 

報告では、6月 27 日に石川県が創造的復興の実現に向けた羅針盤と位置付けた「石川県創造的復

興プラン」を策定したこと、また、本プランで示された方針に沿って、能登の復興まちづくりを本格化して

いくために国・県・市町が連携を図り、事業の進捗や現場で生じた課題の解決に取り組むべく、「能登創

造的復興タスクフォース」を能登に設置し、7月 1日に第 1回会議を開催することが報告された。 

また、中央防災会議防災対策実行会議の下に、「令和 6年能登半島地 震を踏まえた災害対応検討

ワーキンググループ」を立ち上げ、令和 6年 6月 26 日に第 1回を開催することが報告された。 

中央防災会議 防災対策実行会議 

◇第 21回（2024.6.21） 

6 月 21 日、内閣府は第 21回中央防災会議 防災対策実行会議（座長：林芳正 内閣官房長官）を持

ち回りで開催した。 

今回は、令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループの設置について決定さ

れた。

本ワーキンググループは、令和６年能登半島地震における災害が、高齢化の進んだ半島地域という地

理的・社会的な制約の下で発生したものであり、これまでの災害対応と比較しても困難な状況が見られ

たことをふまえ、今回の地震における災害対応を振り返ることで課題・教訓を整理し、南海トラフ地震や

首都直下地震をはじめとする、今後の我が国の地震災害における応急対策・生活支援対策に活かして

いくため、中央防災会議防災対策実行会議の下に、立ち上げることとするもの。

主な検討事項としては、「①今回の地震災害の特徴」「②直接被害への対応」「③自治体支援」「④避

難所運営」「⑤物資調達・輸送」等としている。

10．災害対策 
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令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ 

◇第 3回（2024.8.7） 

8 月 7日、内閣府は、第 3回令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループを

開催した。

今回は、「自治体における災害応急対応」「被災者支援」について関係省庁・自治体（市町村）、関係

団体からの報告が行われた後、協議が行われた。 

被災者支援についてでは、全社協より令和 6年能登半島地震における DWAT 活動および今後の課

題についての報告を行うとともに、災害救助法等の災害法制を改正し、「福祉」の位置づけを提言した。

◇第 2回（2024.7.31） 

7 月 31 日、内閣府は、第 2回令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ

を開催した。

今回は「直接被害」「自治体における災害応急対応」について、関係省庁・自治体（県）からの報告が行

われた後、協議が行われた。

◇第 1回（2024.6.26） 

6 月 26 日、内閣府は、第 1回令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ

を開催した。

第 1回では、令和 6年能登半島地震の特徴や、令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の自主

点検レポート等について報告・説明が行われた後、今後の検討の進め方（案）が示された。

進め方（案）では、主な検討事項およびそれぞれの議論のポイント、関係者ヒアリング先も示された。
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能登創造的復興タスクフォース 

◇第 3回（2024.8.5） 

8 月 5日、内閣府は、能登創造的復興タスクフォース第 3回会議を開催した。

今回は、公費解体の加速化、インフラ復旧の進捗状況と更なる加速化、復興まちづくり、なりわい再建

について意見交換が行われ、家屋の公費解体の加速にむけチェックリストを作成し、被災地の自治体ど

うしで課題や取り組み事例などの情報共有を強化していく方針が確認された。

◇第 2回（2024.7.17） 

7 月 17 日、内閣府は、能登創造的復興タスクフォース第 2回会議を開催した。

今回は、6市町および政府機関からの発言の後、意見交換が行われた。

家屋の公費解体については、１５日時点で、県が当初想定していた数を９００件上回る２３４００件が申

請されていて、解体を加速化させる必要があることが示された。

◇第 1回（2024.7.1） 

7 月 1日、内閣府は、能登創造的復興タスクフォース発足式及び第 1回会議を開催した。

石川県が策定した創造的復興プランに沿ったまちづくりの本格化に向けた支援拠点となる本タスクフォ

ースには、関係省庁から 150 人が派遣され、支援にあたる。 

第 1回会議では、現状の課題や復興に向けた進捗状況、６市町の首長からのヒアリングが行われた。

岸田内閣総理大臣からは「復興の隘路（あいろ）となる課題を霞が関一体となって解決するなどその力

を最大限に発揮しながら被災自治体のニーズに沿った創造的復興まちづくりを全力で支援する」との発

言があった。

中央防災会議 

◇第 44回（2024.6.28） 

6 月 28 日、内閣府は第 44回中央防災会議（会長：岸田文雄内閣総理大臣）を開催し、国や自治体

の災害対応の柱となる防災基本計画の修正を決めた。
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被災者支援のあり方検討会 

◇第 9回（2024.8.8） 

8 月 8日、内閣府は第 9回被災者支援の在り方検討会（座長：鍵屋一跡見学園女子大学教授）を開

催し、前回に引き続き委員の意見・提案のとりまとめについて協議が行われた。

◇第 8回（2024.7.25） 

7 月 25 日、内閣府は第 8回被災者支援の在り方検討会（座長：鍵屋一跡見学園女子大学教授）を

開催し、委員の意見・提案のとりまとめについて協議が行われた。

避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会 

とりまとめ（2024.6.28） 

6 月 28 日、内閣府は「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会（座長：阪本真由

美 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科教授）」とりまとめを公表した。

とりまとめでは、第 8回での協議をふまえ、下記のとおり示された。
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＜通知・公表＞ 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況の調査結果（2024.6.28） 

6 月 28 日、内閣府および消防庁は、令和 6年 4月 1日時点での市町村における避難行動要支援

者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況について調査結果を公表した。 

主な内容は以下のとおり。 

【避難行動要支援者名簿関係】 

○全市町村で作成済み 

○作成済団体のうち、平常時からの名簿情報提供団体は、1,626 団体（94.4％） 

○平常時からの名簿情報の提供先は民生委員が最も多い 

○名簿掲載者に占める、平常時からの名簿情報提供者の割合は、40.3％ 

【個別避難計画関係】 

○令和 3年 5月に個別避難計画の策定が、市町村の努力義務とされてから約 2年 10 か月の期

間に、庁内の連携、庁外との連携、ケアマネジャーなど福祉専門職の参画、計画に係る避難訓

練など、実効性のある個別避難計画策定に向けた取組が進められた。具体的な状況は、以下の

とおり。 

全国の市町村のうち、 

・庁内の連携に取り組む団体は 1,624 団体（94.3％） 

・庁外との連携に取り組む団体は 1,568 団体（91.1％） 

・ケアマネジャーなどの福祉専門職の参画に取り組む団体は 1,398 団体（81.2％） 

・個別避難計画に係る訓練に取り組む団体は 918 団体（53.3％） 

○個別避難計画に係る避難支援関係者となる者は民生委員（児童委員）が最も多い。 
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＜会   議＞ 

持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会 

◇第 10回（2024.6.27） 

6 月 27 日、法務省は「第 10 回持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会」を開催した。

今回は、更に議論すべき論点について意見交換が行われた。

今回示された事務局案では、下記事項等が示された。

〔2.職務内容の在り方、保護観察官との協働体制の強化〕 

○保護司活動の構造的な負担軽減を図り、保護観察官と保護司の適切な協働体制を構築するた

め、更生保護官署職員の配置の最適化や、保護観察官の増員を含め、保護観察所の組織体制を

抜本的に見直し強化すること。 

〔3.待遇、活動環境〕 

○（前略）労働の対価としての給与の支給を受けずに行っていることは、まさに、保護司の活動が崇高

な社会貢献の取組であると認識されている所以である。 

 保護司の無償性は、制度発足以来、利他の精神や人間愛に基づく地域社会における自発的な善

意を象徴するものであり、（中略）報酬制の導入は適切でない。 

また、本年 5月に保護司が自宅において殺害された事件を受け、保護司の安全確保に向けた取組が

示された。

11．その他 
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